
◇◇◇ ◇◇◇次 世 代 育 成 支 援

高千穂町特定事業主行動計画

自然環境豊かな暮らしやすい高千穂☆☆☆

☆☆☆育児とともに働きたい職場環境づくりに向けて
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自然環境豊かな暮らしやすい高千穂
育児とともに働きたい職場環境づくりにむけて

は じ め に
近年の社会情勢の中で、急速な少子・高齢化社会の進行は、社会保障に係る現世代の

負担増等で経済面での影響に加え、本町においては過疎化が進み消費力の減少が商工業
・農業後継者にも影響を及ぼすなど深刻な状況となっています。
このような中にあって、政府はこれまで進めてきた少子化対策で「子育てと仕事の両

立支援」を中心として、子どもを産み育てやすい環境整備等、様々な支援策を実施して
きたところでありますが、少子化の主たる要因である晩婚化に加え、夫婦の出生力その
ものの低下により少子化が一層進行するとして、従来の支援に加え 「男性を含めた働き、
方の見直し 「地域における子育て支援 「社会保障における次世代育成支援 、及び」、 」、 」
「子どもの社会性の向上や自立の促進」の四つの柱に添って次代の社会を担う子ども達
が健やかに生まれ育てられる環境の整備に、国、地方公共団体、企業等の事業主など、
様々な主体が社会を挙げて取組んで行くために平成１５年７月に「次世代育成支援対策
推進法」を制定しました。
厚生労働省などの国の各府省や地方公共団体は、行政機関としての立場から子どもた

ちの健やかな育成に取組むのは当然ですが 「次世代育成支援対策推進法」では、国の各、
府省や地方公共団体等を「特定事業主」と定め、一つの事業主としての立場から、自治
体自ら職員の子どもたちの健やかな育成のための計画 を策定す「 」特定事業主行動計画
るよう義務づけています。
この｢自然環境豊かな暮らしやすい高千穂・育児とともに働きたい職場環境づくりにむ

けて」は次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画として、本庁、町立病
院、各施設、議会、及び本町の各行政機関の職員を対象に策定したものです。
本町においては、町民の行政に対するニーズは増大し、複雑・高度化する行政と「三

」 、 、位一体の改革 及び景気低迷による税の減収等 様々な要因から厳しい財政状況の下で
今後、職員の削減等も予想され、限られた人員でこれに応えていくことは容易ではあり
ません。しかし、そのような中にあっても職員が、父親として、母親として子育てをし
ていくことが出来るよう職場を挙げて支援していくためにこの計画は作られました。男
性も、女性も、子どものいる人も、いない人も職員一人一人が現状を認識して、この計
画の内容を自分自身に関わることと捉え、職場、施設単位でお互いに助け合いながら、
計画への取組みが実りあるものになるとともに、一人でも多くの子どもを生み、育児と
仕事を両立できる職場環境の変革につながることを願っています。

平成１７年３月２５日

高 千 穂 町 長
高 千 穂 町 議 会 議 長
高 千 穂 町 教 育 委 員 会
高千穂町選挙管理委員会
高 千 穂 町 監 査 委 員
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行動計画の基本的な考え方
１ 目 的
平成１５年７月に制定された次世代育成支援対策推進法では、これまで中長期的に進

めてきた総合的な少子化対策に加え、少子化の主たる要因が晩婚化と「夫婦の出生力そ
のものの低下」という新しい現象であり、少子化は今後一層進行すると予測して、その
流れを変えるために国、地方公共団体、企業が一体となって、もう一段踏み込んだ対策
を進めることとしております。
これにより平成１６年度末までに各地方公共団体ごとの「地域行動計画 、各企業ごと」

の「一般事業主行動計画」に加えて、国、地方公共団体の機関も職員を雇用する立場か
ら「特定事業主行動計画」を策定することを義務づけられた。本町においては、行動計
画策定指針に掲げられた下記の基本的な視点を踏まえつつ、職員が仕事と子育ての両立
を図ることができるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を計画的かつ着実
に推進することを目的として、本行動計画を策定し、公表することとします。

① 職員の仕事と子育ての両立の推進という視点
子育てをする職員が子育てに伴なう喜びを実感しつつ、仕事と子育ての両立を図

ることができるようにするという観点から、職員のニーズを踏まえた次世代育成対
策を実施することが必要であり、特に男女が協力して行うべきものであるとの視点
に立って取組む。

② 全職員で取組む視点
特定事業主による次世代育成支援対策は、業務内容や、業務体制の見直し等を必

要とするものであることから、それぞれの職場全体での理解の下に取組みを進める
ことが必要である。このため、各課、所属長を含め、全職員で次世代育成支援対策
を積極的に実施するという基本的な考え方を明確にして主導的に取組む。

③ 各職場の実情を踏まえた取組みの推進という視点
本庁、病院及び出先機関等の職場によっては勤務環境や子育てを行う環境は異な

ることを踏まえつつ、その職場の実情に応じた効果的な支援策に取組む。

④ 取組みの効果という視点
次世代育成支援対策を推進することは、将来的な労働力の再生産に寄与すること

を踏まえつつ、優秀な人材育成の確保、定着等の具体的なメリットが期待できるこ
とを理解し、主体的に取組む。

⑤ 社会全体による支援の視点
次世代育成支援対策は、家庭を基本としつつ社会全体で取組むべき課題であるこ

とを理解し、職員の仕事と家庭生活の両立が図られる環境整備に積極的に取組む。

⑥ 地域における子育ての支援の視点
本町の職員は、同時に地域社会の構成員であり、職員が地域における子育て支援

基 本 的 な 視 点
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の取組みに積極的に参加することや、地域において子育てしやすい環境づくりを進
める中で職員に期待される役割を踏まえて取組む。

２ 計画期間
次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の時限

立法ですが、この計画は、その前半の期間である平成１７年４月１日から平成２２年３
月３１日までの５年間を計画推進、取組みについて実施期間としています。
また、この計画に掲げている数値目標等は、平成２１年度までの達成目標ですが、今

後、変更等がある場合には概ね３年毎に見直すこととしています。

前期計画 後期計画１０年間の時限立法

平成１７年４月 平成２２年３月 平成２２年４月 平成２７年３月

※職場事情や勤務体制及び情勢の変化がある場合、３年毎に見直し

第１期計画 平成１７年度～平成２１年度
第２期計画 平成２０年度～平成２４年度
第３期計画 平成２３年度～平成２６年度

３ 計画の推進体制
平成１６年１２月に高千穂町特定事業主行動計画策定委員会を設置して本計画を策定

してきました。今後、計画をより効果的に推進するとともに、具体的な実施に向けて平
成１７年度からは、実施委員会に移行して下記のことについて努力していきます。

① 次世代育成支援対策を効果的に推進するため、委員会において計画的に研修・講
習会等を実施するとともに積極的に情報の提供をしていきます。

② 仕事と子育ての両立等については、各職場での上司、同僚の理解と職場全体での
フォローが必要となりますので、これに対する相談、情報提供等は、総務課・人事
係及び企画情報課・女性行政係を窓口として支援していきます。また、必要に応じ
て委員会を開催して問題の解決に努めます。

③ 行動計画で定めた目標を全庁あげて取組むこととして、設定目標等の職場内で取
組むべきことや職場以外で推進できる事項等の資料の作成をして全職員に配布し、
啓発に努め、次世代育成支援対策を推進していきます。

④ 行動計画の実施状況については、各年度ごとに委員会においてそれぞれの職場に
おける実施状況を把握し、その結果を定例課長会で報告するとともに必要に応じて
計画の見直しを行います。
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行動計画の具体的な内容

職員の勤務環境の整備
本行動計画では、妊娠・出産育児・子育て・看護の時期にある職員の勤務環境の整備

が最も重要であると捉えて、本町職員に対する就業規則と照合しながら下記の事項につ
いて全職員に周知徹底を図っていきます。

１．妊娠中・出産後の職員には
、 、① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている制度をはじめ 育児休業

特別休暇、時間外勤務の制限など各種制度のもとに、管理職やその他の職員の職
場内での当該職員への配慮や、出産費用の給付等の経済的支援措置について、理
解しやすい資料を平成１７年度に作成し全職員に配布します。
特に、妊娠・出産をひかえている職員に制度が利用しやすい雰囲気づくりを目指
します。
関連制度（法・規則等）
◇労働基準法 ◇男女雇用機会均等法 ◇地方公務員共済組合法
◇地方公務員の育児休業等に関する法律
◇職員の勤務時間、休暇等に関する条例・規則
◇職員の育児休業等に関する条例・規則
◇育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限に関する規則

② 多くの女性が勤務する職場、特に、町立病院、保健センター及び各保育所での
妊娠中の職員の健康と安全に配慮して、極力、時間外勤務の多い部所や係への配
属を避けるとともに時間外勤務を原則として命じないことや、事務分担の見直し
を行って健康管理に努めていきます （平成１７年度から実施）。

③ 妊娠中及び産後１年未満の女性職員には、下記制度のほかに職員勤務規則等、
保護される諸制度があります。人事上の配慮のためにも妊娠と分かったら、でき
るだけ速やかに（出生予定日の５ヶ月前）育児をするようになることを職場管理
者・人事担当者に申し出ることを進めていきます （平成１７年度から実施）。

父親・母親になると分かったら申し出を早めに

※働く女性には、母性保護の観点から労働基準法によって特
別の規制がされています。
（妊娠中・産後１年未満の女性）
○重量物・危険有害物業務の就業制限（法第６４条）
○軽易な業務の転換（法第６５条）
○時間外、休日、深夜労働の制限（法第６６条）
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２．子どもの出生により父親となる職員には
子どもの出生という親子にとって最も大事な時期に、家庭において親子の時間を

大切にするとともに、出産後の妻をサポートすることは重要であり、家族の中で支
え合う育児の第一歩であることの理解を深め、各職場で当該職員の仕事をサポート
する体制を築きあげるとともに、職員が子どもの出生時における５日間程度の連続
休暇や第２子以降の育児参加のための５日間の特別休暇が取得しやすい職場づくり
を目指していきます （平成１７年度から実施）。

３．育児休業等を取得しやすくするために

① 男女共同参画社会において、女性の社会への進出により働く女性が増え、これ
までの育児は女性という概念をなくし、父親が子どもを持つことの喜びを感じ、
育児に対する責任を認識するとともに、育児に積極的に取組むことができるよう
支援していきます （平成１７年度から実施）。

② 男性職員も育児休業を取得しやすい職場づくりに向けて、制度の周知を図ると
ともに管理職やその他の職員が職場内での当該職員への配慮を心がけ、職員も安
心して育児休業が取得できるよう支援していきます （平成１７年度から実施）。

③ 育児休業・部分休業取得の手続きや育児休業中の経済支援等についての情報の
提供を行うとともに、申し出により個別に育児休業等の制度・手続きについて説
明を行っていきます （平成１７年度から実施）。

育児休業及び部分休業制度の周知

父親となる職員へ

◎父親になるための計画的連続休暇
現在、規則により妻が入院した日から、出産の日以降２週間を経

過するまでの期間に分割、又は連続して２日間の特別休暇が定めて
あります。特別休暇と有給休暇を組み合せ、計画的に５日間以上の
連続休暇を取得するよう心がけましょう。

◎父親になってからの育児参加のための特別休暇
平成１７年度から、男性職員が育児に参加するための特別休暇と

して、第１子の産後８週間以内、第２子以降は、妻の産前産後８週
、 。間の期間中において ５日間の範囲内で育児休暇が設けられました

” ”あなたも育児参加のために大いに活用しましょう。
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① 育児休業、部分休業の取得を申し出た職員に対し、所属長及びその課・施設に
所属する他の職員は、その職場内において業務分担、業務遂行体制の工夫・見直
し等、全員で取組むこととし、育児休業、部分休業の取得しやすい職場の雰囲気
づくりを目指します。現在、３歳未満の子を養育する職員、特に夫婦共働きの男
性職員を対象にして夫婦間で計画的な育児休業、部分休業の取得ができることを
周知して取組みをしていきます （平成１７年度から実施）。

② 定例課長会等の幹部職員会議の場において、育児休業等の制度の趣旨を徹底さ
せ、職場全体の意識改革を行っていきます （平成１７年度から実施）。

③ 育児休業等経験者の体験談や育児休業を取得しやすい職場環境づくりに向けて
青年部・女性部向けの機関紙や庁内ＬＡＮの活用で情報提供を行っていきます。
（平成１７年度から実施）

① 近年の財政状況を考慮し、育児休業中の職員の業務は、職場内での業務分担の
見直し等で対応することとし、業務の遂行が困難な職場においては、今後、任期
付採用制度の導入を検討するほか、臨時的任用制度の活用による適切な代替え要
員の確保を進めていきます （平成１７年度から実施）。

② 育児休業を取得した後に職場復帰する職員については、原則として休業前の職
場への復帰とし、業務内容も同様とします。また、業務に慣れるのに時間がかか
るうえ、子どもの急な発熱などの対応も考えられることから、仕事と子育ての両

。（ ）立ができ復帰がしやすい態勢づくりを支援していきます 平成１７年度から実施

育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気づくりと情報の提供

育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰と休業中の対応

意識改革のための情報提供

☆女性の育児休業経験者の体験談話等の情報誌
☆他団体等で職員夫婦が交代で育児休業を取得した事例
☆他団体等で男性職員が育児休業を取得したモデル的な事例

★職場が目指す、男性・女性の育児休業等の取得率
◇男性の子どもの出生時の５日間の連続休暇 ５０％
◇男性の育児休業 １０％

１００％◇女性の育児休業
目標達成年度 平成２２年度
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４．時間外勤務の縮減に向けて

① 超過勤務の縮減については、全ての職員に対して取組むべき事項であり、就学
に達するまでの子どものいる職員の時間外勤務の縮減に向けて、子育て支援の観
点から職場内で日頃のサポート体制を強化し、今後も引き続き取組んで行くこと
とします （平成１７年度以前から実施）。

② 深夜勤務については、制度の周知を図り、公務の運営に支障がある場合を除き
。（ ）原則として勤務させない体制で取組むこととします 平成１７年度以前から実施

③ 平成１７年度から、小学校就学前の養育する子がいる職員に対して、子を養育
するための勤務時間の措置として、早出遅出勤務できる条例が設けられますので
活用していきます （平成１７年度から実施）。

① 全職員を対象にして、月に数日の定時退庁日を設けることとし、その日にあっ
。ては時間外勤務も命令しないこととして定時退庁を職員あげて実施していきます

（平成１７年度から実施）

② 定時退庁時刻になっても理由もなく退庁しない職員もいることから、管理職へ
の指導の徹底を図っていきます （平成１７年度から実施）。

小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員に対して

一斉定時退庁日等の実施

子どもを養育している職員へ
※小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員には、下
記制度による制限があります （６歳に達する前年度まで）。
◇育児又は介護を行う高千穂町職員の深夜勤務及び時間外
勤務の制限に関する規則
＜時間外勤務の制限＞
◎１月 ２４時間 ◎１年 １５０時間

＜早出遅出勤務の承認＞
◎午前７時３０分～午後７時４５分までの間
の時差勤務
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① 時間外勤務の縮減に向けて全職員で取組みを強化していきます。特に管理職や
各係の上司が業務の遂行状況の把握に努め、職場内で協力し合う雰囲気づくりを
目指していきます （平成１７年度から実施）。

② 各職員自ら業務処理計画表等の作成を行い、管理職とのヒアリング等を実施し
。（ ）て効率的な事務遂行を図っていくよう指導していきます 平成１７年度から実施

③ 新たな事業、行事等を実施する場合には、目的、効果、必要性について十分検
討した上で実施し、併せて、既存の事業・行事等の廃止、見直しを含めて整理を
行うこととして、簡素合理化に努めていきます （平成１７年度から実施）。

④ 時間外勤務については、災害等による臨時の必要がある場合を除き、縮減に努
めて行くともに、職員に対しても意識啓発を行います （平成１７年度から実施）。

⑤ 各課、施設ごとの時間外勤務の状況は人事係で把握しているところですが、時
間外勤務の多い職場にあっては、管理職からのヒアリングを行った上で注意喚起
を行っていきます （平成１７年度から実施）。

５．休暇取得の促進にむけて

① 事務の複雑・煩雑化と多種多様化する住民のニーズ等により休暇が取れない現
状でありますが、子育て中の職員はもちろん、全ての職員が均等に休暇が取得で
きるよう管理職や各係の上司が職場内で協力し合う雰囲気づくりを行い、休暇取
得促進を図っていきます （平成１７年度から実施）。

時間外勤務縮減にむけて事務の簡素合理化の推進と意識啓発

年次有給休暇・連続休暇の取得促進

★全職員で目指す時間外労働縮減
「１年に◇一般職員の時間外勤務の上限の目安時間は、労働基準法で原則

つき３６０時間」
◇町立病院、保健センター、各保育所、ときわ園の職員は、職員組合との

「１年につき３００時間」「３６協定」により

※平成１５年度の職員１人当たりの時間外勤務平均は、 、一般会計７８時間
となっており、労基法を大きく下回っていますが、特別会計１６０時間

財政事情が厳しいことと、財政健全化を図る意味から縮減目標として
一般会計 年間１人当平均 ５０時間
特別会計 年間１人当平均 １００時間 とします。

目標達成年度 平成１８年度
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② 各課職員の年次休暇取得状況一覧表を通知することとし、管理職は状況の把握
に努め、災害等の事務事業を除き、職員間で不均衡が生じないような配慮で事務
事業の見直しを行い計画的な年次有給休暇取得を促進します。
（平成１７年度から実施）

③ 本町においては、課・係によっては、イベント等で週休日等に勤務を命ずる場
合が多く、休日出勤が続くなど特に業務が繁忙な職員には、週休日の振替えで代
休取得はもちろん年次有給休暇と組み合せてた連続休暇を計画的に取得するよう
進めていきます （平成１７年度から実施）。

④ 特別休暇や休日の組み合せで連続休暇取得に向けた取組みを行うように職場内
で職員に計画表を提出させるとともに、特に子育て中の職員に配慮した計画で調
整を行いながら連続休暇の取得を促進していきます （平成１７年度から実施）。

① 子どもの看護休暇制度の周知を行うとともに、活用促進を図っていきます。
（平成１７年度から実施）

② 子どもの看護休暇制度については、子どもの突発的な負傷・疾病に対しての特
別休暇であり、全職員が理解をして、職員の急な休暇でも主務者、副主務者の在
り方の見直しを行い、カバーできる体制で休暇を取得しやすい職場づくりを目指
します （平成１７年度から実施）。

子どもの看護休暇取得の促進

★職場で目指す年次休暇取得促進
◇ゴールデンウイーク時の年次休暇組み合せによる連続休暇取得
◇夏期休暇と年次休暇の組み合せによる連続休暇取得
◇月・金曜と土・日曜を組み合せた「ハッピーマンデー 「ハッピーフラ」
イデー」休暇

◇特に、子育て中の職員が子どもの春休み、夏休み、冬休み期間中の上記
連続休暇取得

◇子育て中の職員の学校行事への積極的参加

※平成１５年度の職員1人当たり年次有給休暇取得平均日数 日６．７
、 。※年次有給休暇を促進し 職員1人当たりの年次休暇の取得日数を とします１５日

目標達成年度 平成２０年度
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６．職場優先、固定的な性別役割分担意識を是正するには
① 男女平等をもとに、企画情報課の女性行政係及び女性行政推進委員会との連携
を図り、女性職員の登用、職域の拡大にむけて、職場優先、固定的な性別による

、 。役割分担意識等の是正に努め そのための情報提供や意識啓発を行っていきます
（平成１７年度から実施）

② セクシャルハラスメント防止のための研修会を実施するとともに女性職員の相
談に応じる体制づくりを推進していきます （平成１７年度から実施）。

その他次世代育成支援対策に関する事項

その他、本町における次世代育成支援対策については、市町村行動計画との整合性を
図りながら推進していきます。

．子育てバリアフリー１
① 子育て中の人が行政相談、諸証明手続き等で乳児と一緒に来庁した場合、安心
して利用できる授乳室の確保やベビーベット等の設置など、町民相談室、ロビー
等の一部を有効利用することを検討して計画的に設置していきます。

（平成１８年度から実施）

② 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切、丁寧な応対等の取組み
を推進していきます （平成１７年度から実施）。

２．子ども・子育てに関する地域貢献活動

① 子育て中の職員は、地域・公民館単位での子育てサークル、子ども会行事及び
子どもの健全育成のための諸行事に積極的に参加し中心的な役割を果たし、その
他の職員も子育て経験者として指導・助言に努めましょう。

② 子育て中の職員が子育てに関する活動等、諸行事に参加しやすいよう職場全体
で雰囲気づくりに心がけることが、休暇取得促進にもつながることから積極的に
支援していきましょう。

子ども・子育てに関する活動支援

子どもを養育している職員へ
※小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員には、下
記制度による制限があります （６歳に達する前年度まで）。
◇職員の勤務時間、休暇等に関する規則

＜看護休暇＞
（ ）◎１年間で５日以内 附与単位：時間日
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①諸行事へ家族全員での参加に心がけ、親子とのふれあいを大切にしましょう。

子どもとふれあう機会の充実

家族全員で参加する諸行事

１．幼稚園・保育園・学校での運動会・親子レクリェーション
２．教育委員会主催の読み聞かせ教室
３．各地区の祭、レクリェーション等の諸行事
４．スポーツ少年団活動等


